
教育委員会・学校管理職向け　無償研修のご案内（2026年度・試行）

学校での生成AI活用　最初の90分
校務と授業でどこまで使えるか、何に気をつけるか。教育委員会のご担当者と校長・教頭先生が90分で

共通の土台を持ち、自校の最初の一歩を決めて帰る研修です。

Y YAGURA AI Lab

費用は無料です（講師料・交通費とも不要）。2026年度は試行として、長崎県内の教育委員会・学校3団体を予定しています。10〜

12月の開催をご希望の場合は、9月中にご連絡ください。

研修名 学校での生成AI活用　最初の90分

終了時にできること ① 自校で生成AIを使ってよい場面・いけない場面を、自分の言葉で説明できる　② 校内で最初に取り組む

1つを決めて持ち帰る

対象 教育委員会のご担当者、校長・副校長・教頭、情報教育担当の先生（10〜30名程度。校長会・教頭会の場でも

実施できます）

時間・形式 90分・対面（貴教育委員会・学校へ伺います）　講義と体験を組み合わせ、参加者が実際に生成AIに触れます。

実習は仮名・ダミー情報のみで行い、実在の児童生徒・保護者の情報は入力しません。ご希望により120分まで延長

できます

費用 無料　島原半島・県央・県北へ伺います（離島は別途ご相談ください）

ご準備 会場・プロジェクター・参加者の端末（学校配備のもので可）　使用する生成AIツールは事前にお知らせし、貴

教育委員会の利用方針との整合と、会場ネットワークでの接続確認を行います。接続できない場合は講師のデモ画面

で進めます

実施期間 2026年10月〜2027年3月　ご希望日を3つほどお知らせください。開催の2週間前までにご連絡いただけると調

整しやすいです

90分の流れ　ガイドラインの読み合わせではなく、手を動かして考える構成です。

0〜5分 はじめに　今日のゴール（終了時にできること）を共有します

5〜20分 ① 学校での活用例を知る　校務2つ（通知・案内文、会議資料）と授業1つの実例。長崎市では小中の教職員の約4割

がすでに利用しています（2026年7月 総合教育会議報告）

20〜45分 ② 実際に触ってみる　最初に「入れてはいけない情報3つ」を確認してから、仮名の通知文・学級通信の下書きを作

ります。線引きを手で覚える時間です

45〜70分 ③ リスクを疑似体験する　個人情報と誤情報（ハルシネーション）の2つに絞り、ケースを配って「自校ならどうする

か」を話し合います。著作権・生徒の丸写しは持ち帰り資料で補います

70〜85分 ④ 次の一手を整理する　校内ルールのひな形、教職員研修の組み立て、2028年度から先行実施が見込まれる情報の

領域への備え。最後に「自校で最初にやる1つ」を書いて持ち帰ります

85〜90分 質疑・アンケート　積み残しは後日個別にお答えします

なぜ今、この90分か

背景 無償でお受けする理由と、3つのお願い

長崎の学校で、生成AIをめぐる差を広げないための取り組みで

す。最初の90分は無償でお受けし、続きの研修はご希望の場合に

だけ有償でご案内します。

お願い① 管理職の方のご同席

お願い② 終了時の簡単なアンケート

お願い③ 差し支えない範囲での事例化（校名を出さない形でも

可。掲載前に内容をご確認いただき、ご了承のないものは公開し

ません）

お申込み・ご相談

メールまたはお電話で「最初の90分の件」とお伝えください。ご

希望日を3つほど添えていただけると助かります。

TEL 090-5473-5139
yagura931@gmail.com　／　https://yagura-ai-lab.com/

講師｜矢倉 祐樹（YAGURA AI Lab 代表・生成AI研修講師・雲仙市国見町在住）

年間延べ1,000名以上にAIを指導（企業研修・自治体・公民館講座・オンライン勉強会）、深い伴走

は年間数十名。公民館講座14回／7会場（島原市・雲仙市・南島原市）。小学生向けAI教室（雲仙

市・2026年）、シニア向け講座も担当。2023年から指導、講師歴3年以上。

出典：中央教育審議会 教育課程企画特別部会 配付資料（2026年8月31日）／文部科学省「初等中等教育

段階における生成AIの利活用に関するガイドライン」Ver.2.0（2024年12月）／長崎市総合教育会議 報

告（2026年7月）

この先にご用意しているもの

教員向け3時間研修／年間12時間パッ

ケージ。ご希望の場合にのみご案内し

ます。

2026年8月31日、中央教育審議会が次期学習指導要領の素案を

提示。小学校に情報の領域、中学校に情報・技術科を設け、生

成AIの活用を初めて明記しました（2028年度から先行実施の見

込み）

・

文部科学省のガイドライン（Ver.2.0）は、教育委員会に事例の

周知・研修の実施・環境整備を求めています

・

全国で教育委員会向けの同様の研修が広がっています。県内在

住の講師が来年度以降も同じ顔で伺えることが、この研修の違

いです

・


